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１．避難地域12市町村の生活環境整備 

 震災から7年が経過、大熊町・双葉町を除き帰還困難区域以外の避難指示が解除されたが、市町村によって復興の進捗 

  は異なっており、日々新たな問題に直面している状況。 

 地域公共交通、教育・子育て環境の整備、交流人口拡大など様々な課題へのきめ細かな対応が重要。 

 避難地域の復興再生のため「福島12市町村の将来像」の実現に向けて国･県･市町村が連携しながら進めていく必要。 

 背 景 ・ 課 題 

②福島再生加速化交付金など必要な財源確保 

・生活環境向上対策や長期避難者の生活拠点整備など地域の復興のス 
 テージに応じた必要な予算の確保 

③事業再開･企業立地促進税制などによる事業･生業の再生 

・避難地域の復興を更に加速させるための税制優遇措置の延長等 

・福島相双復興推進機構（官民合同チーム）による事業・生業の再建 

 支援 

 

①「福島１２市町村の将来像」の実現 

・避難住民の帰還促進や生活の利便性の向上を図る持続可能な地域 
 公共交通網の構築に必要な予算の確保 
・帰還住民が安心して暮らせる治安の確保、防災体制の強化  
・鳥獣被害対策の強化 

・交流人口拡大や復興を担う人材の移住、地域コミュニティの再生 
・ふたば未来学園高等学校及び併設中学校における教育活動、寮など  

 の環境整備に対する予算の確保 
・学校や認定こども園等の再開･運営に向けた支援の継続等 
・加配教職員数の継続 

・空き地･空き家を有効活用した被災地の生活環境整備に対する税制 
 等の支援 
 



２．特定復興再生拠点区域の復興・再生 

  帰還困難区域のうち、5年を目途に避難指示の解除により住民の帰還を目指す「特定復興再生拠点区域」について、    

      6つの町村で整備計画が認定。 

  5年以内の避難指示解除が確実に実現できるよう、整備計画を着実に実行すべき。 

 背 景 ・ 課 題 

①特定復興再生拠点区域の確実な整備 

・市町村による帰還困難区域全体の中長期的な構想の策定に向けた 
 支援 

・課題解決に向けて市町村に寄り添った丁寧な対応 

・帰還困難区域については、将来的に区域の全ての避難指示解除に  
 向けて、国が責任を持って対応 

②帰還困難区域の避難指示解除に向け最後まで責任を 
 持った対応 

・公共施設の整備に関する各種法律の特例に基づく事業及び工事の  

 国による事業代行や内閣総理大臣による生活環境整備事業の実施  

 による復興の加速化 

・市町村の計画を最大限に尊重し、それぞれの実情に応じた拠点区 

 域の整備 

・除染、廃棄物や建設副産物の処理は、国が責任を持って確実に対 

 応 

・事業者の事業再開や企業立地に対する予算の確保 

避難指示解除目標 
2022年春 

避難指示解除目標 
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３．避難者等の生活再建 

背 景 ・ 課 題 

①避難地域の医療、福祉・介護サービス提供体制の構築 

・福島県ふたば医療センター附属病院を始めとする避難地域で再開･  

 開設した医療機関による地域医療の充実 

・歯科診療所、薬局等、地域で必要とされる医療の確保 

・医療､福祉･介護従事者の確保支援等、医療､福祉･介護提供体制の 
 確保 

 

《制度》 

・応急仮設住宅の供与期間の延長 
・借上げ住宅への住み替えに係る災害救助法の柔軟な適用 
・母子避難者等に対する高速道路無料措置の延長 
・国保事業費納付金に対する避難地域の激変緩和措置への支援 

《予算》 

・被災者の心のケア支援事業の継続 
・避難生活の長期化に伴う避難者への見守り･相談支援、情報発信へ 
 の財政支援 
・子どもの学習支援によるコミュニティ復興支援事業の継続 

②被災者支援総合交付金を始めとした避難者支援制度の 
 充実 

 復興・創生に向け、避難地域の医療、福祉・介護サービス提供体制の回復、確保が喫緊の課題。 

 避難生活の長期化に伴い、住まいや心身の健康、今後の生活の見通しなど、避難者が抱える課題は多様化・複雑化。 

 避難指示解除に伴うふるさとへの帰還や復興公営住宅への転居による生活環境の変化等への対応が必要。  

医療､福祉･介護サー
ビス関連 

◆避難者の推移 

見守り･相談支援  被災者の心のｹｱｾﾐﾅｰ  福祉･介護ｻｰﾋﾞｽの充実  

【出典】福島県災害対策本部「2011年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報」各月最終報 
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②県産農林水産物等の安全確保と風評対策の強化 

・生産から流通、販売に至る総合的な対策に係る中長期的な予算の確保 
・国による流通実態調査の継続と調査結果に基づく流通関係者への指導･助言 
 等の実施 

 

 

４．風評払拭・風化防止対策の強化 

背 景 ・ 課 題 

①国との連携、協力による風評・風化対策の更なる推進 

・国の「風評払拭･ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ強化戦略」に基づく、風評･風化対策の更なる  
 推進に必要な予算の確保 
・国による食品の輸入規制撤廃等に向けた諸外国への働き掛け、渡航注意喚起  
 の撤廃 

④教育旅行の回復など観光復興の推進による風評対策の強化 

・教育旅行の誘致や外国人観光客の誘致を始めとする観光復興対策と必要な 
   予算の確保  
 

 

 

 外国人旅行者の延べ宿泊者数が震災前年を超えたほか、県産農産物の輸出実績が過去最高を記録、また、全国新酒鑑評 

    会で金賞受賞数6年連続日本一を達成するなど、これまでの努力の成果が着実に上がっている状況。 

 一方で、教育旅行や国内外での農林水産物の流通、販売対策など、依然として根強く残る風評を払拭する取組が必要。 

 風評・風化の問題は一進一退の部分もあり、常に新たな挑戦を続けていくことが重要。 

③｢ふくしま食品衛生管理モデル｣導入及び認証GAPによる消費者  
 等の信頼確保 

・2020東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに向け、放射性物資対策にHACCPの考え方を 
 取り入れた新たな福島版の食品衛生管理モデルの構築等への予算の確保 
・認証GAPの流通業者及び消費者等への理解促進 

⑤Ｊヴィレッジの活用 

・事前合宿、国及び関係団体が開催する2020東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸに向けた 
   ｽﾎﾟｰﾂ等各種ｲﾍﾞﾝﾄ、国内外の会議等における積極的なJｳﾞｨﾚｯｼﾞの活用 
・様々な機会を捉えJｳﾞｲﾚｯｼﾞの積極的な活用を働き掛けるなど国を挙げた協力  
 

 

 

①関連写真 
（輸入規制解除、霞が関フェアなど国の取組） 

②グラフ 
農産物価格推移 

④グラフ 
外国人観光客：100%超 

教育旅行：震災前に戻って
いない 

⑤Ｊヴィレッジ写真 
7･28セレモニー 
レセプション様子 

【出典】東京都中央卸売市場ホームページ市場統計情報 

483  

406  
455  478  469  

527  
514  

551  

439  

222  
340  356  358  

429  399  410  

0

100

200

300

400

500

600

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

全 国 福 島 （円/kg） もも 

12,711  

15,215  
16,501  

14,341  
11,967  13,175  

14,307  
15,583  

12,507  
14,442  

15,897  
13,381  

10,718  
12,066  

13,792  
15,176  

0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

全国 福島 
（相対取引価格：円/60kg） 

※2017年の価格は2018年4月までの数値に基づく暫定値 
【出典】農林水産省「米の相対取引価格」に基づく県推計 

米 

1,784  1,627  1,722  
1,919  1,986  

2,402  
2,689  2,591  

1,708  
1,266  1,359  

1,655  1,685  
2,174  

2,447  2,318  

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

全国 福島 （円/kg） 肉用牛（和牛） 

②製造加工工程の適切
な管理 

③最終製品
の放射性物
質検査（抜取

検査） 

①安全性が確認
された原材料 

出荷制限品目の管理 
モニタリング検査 
ＧＡＰによる生産 

工程管理による放射性
物質対策 

ＨＡＣＣＰの考え方を取り
入れた衛生管理 

 

放射性物質への不安を払拭するための３つの取組 

◆外国人延べ宿泊者数 
（従業員が10人以上の宿泊施設の外国人延べ宿泊者数） 

【出典】観光庁 宿泊旅行統計調査  
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企業と連携したドローン実習 
平工業高校 

５．福島イノベーション・コースト構想の推進 

  本年4月、福島イノベーション・コースト構想を盛り込んだ福島復興再生特別措置法に基づく重点推進計画が内閣総 

    理大臣から認定。 

  今後、国、関係機関と緊密に連携しながら、地元の事業・生業の再生につながるよう構想の具体化を進め、浜通り地 

   域等の再生はもとより、福島県全体の復興・創生を推進していく必要。 

背 景 ・ 課 題 

（１）研究開発の推進及び産業集積の促進 

①研究開発の推進及び産業集積の促進 

・廃炉研究、ロボット、エネルギー、農林水産、環境・リサイクル等  

 各取組を推進するための予算の確保 

・廃炉関連産業の集積に向けた支援 

・先端技術を活用した農林水産業再生への取組の支援 

・地域復興実用化開発等促進事業における新規募集分の継続及び必要な  

 予算の確保 

・企業立地補助金の継続を始め、実用化開発や企業誘致を大胆に加速す 

 るための支援 

 

・構想を牽引するトップリーダーや専門的な人材等を育成する教育プロ 
 グラム推進のための教育環境の整備に必要な予算の拡充 

・大学等の「復興知」を活用した福島イノベーション・コースト構想促 

 進事業の拡充 

・義務教育段階における理数教育等を推進するために必要な予算の確保 

・本県復興につながる教育研究活動の促進や学会開催等、研究者間の 
 ネットワーク構築に必要な予算の確保 

②構想を支える教育・人材育成 

   構想を支える教育・人材育成 

 
 
 
 
 
 
 
 

第２回福島復興学 
ワークショップ 

廃炉研究 ロボット 

環境･リサイクル 

エネルギー 

農林水産 



５．福島イノベーション・コースト構想の推進 

  福島イノベーション・コースト構想の実現に向けては、地元の住民や企業との連携が重要であり、交流人口拡大に向  

    けた環境整備や地域の新たな魅力創造に向けた取組等が極めて重要。 

  また、構想推進の中核的な機能を担う（一財）福島イノベーション・コースト構想推進機構による企業連携の促進や  

 拠点運営等を円滑に進めることが必要。 

背 景 ・ 課 題 

（２）浜通り地域等への交流人口の拡大 
   生活環境の整備促進 等 

・福島ロボットテストフィールドの整備･運営に必要な予算の確保 
 及び安定的な利用促進のための支援 

・情報発信拠点（アーカイブ拠点）の確実な整備及び整備後の安定 
 的な運営に必要な予算の確保 

②拠点の整備及び運営への支援 

・地域住民等相互間交流の促進、地域の新たな魅力創造等による来 
 訪者の増加や交流等の取組への支援 

・道路等の必要なインフラ整備、拠点間を結ぶ公共交通の確保に向 
 けた取組等への支援 

①浜通り地域等への交流人口の拡大及び生活環境の整備 
 促進 

③推進体制基盤の強化 

・（一財）福島イノベーション･コースト構想推進機構の体制強化 
 への支援や活動に必要な予算の確保 

    職員数 ３７名（H30.8.1現在） 

＜組織体制＞ 

＜主な取組＞ 

○産業集積・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ 
○教育・人材育成 
○交流人口の拡大 
○情報発信 
○公の施設の管理運営 

 

TRC（ﾀﾌ･ﾛﾎﾞﾃｨｸｽ･ﾁｬﾚ
ﾝｼﾞ） 

極限災害現場で、遠隔
自律ﾛﾎﾞｯﾄに緊急情報収
集・人命救助・復旧作
業・予防対策をするた
めの屋外ﾛﾎﾞﾃｨｸｽ基盤技
術の開発を目的として
開催 

 



６．新産業の創出及び産業再生 

  福島の産業の再生には、既存産業の振興に加え、再生可能エネルギーやロボット等の新たな産業の育成・集積を積極  

 的に進め、魅力ある産業を創出していくことが重要。 

  重点推進計画に基づき、産学官の連携の下、県全域における新たな産業の創出等に取り組む必要。 

 背 景 ・ 課 題 

・再生可能エネルギーの導入拡大、水素社会実現モデル構築に向け 
 た予算の確保 

・産総研福島再生可能エネルギー研究所を核とした県内企業の技術 
 高度化を推進するための予算の確保 

①再生可能エネルギー先駆けの地及び「福島新エネ社会 
 構想」の実現 

②医療関連産業､ロボット関連産業､航空宇宙関連産業の集積 

・ふくしま医療機器開発支援センターにおける高度な実証試験への 
 対応や、支援ネットワーク機関と連携した利用促進に向けた支援 

・福島ロボットテストフィールドの整備等を契機としたロボットの 
 研究開発促進等に向けた支援 

・航空宇宙産業の育成･集積に向け中核企業を核とした関連企業クラ 
 スター形成、ハイテクプラザの機能強化等への支援 

③産業再生に向けた支援 

・ふくしま産業復興企業立地補助金、工業団地利子補給金事業の継 
 続及び柔軟な運用 

・自立･帰還支援雇用創出企業立地補助金、津波･原子力被災地域雇 

 用創出企業立地補助金の継続 

・二重債務問題解決のための支援の継続 ・知的財産の活用の促進 

再エネ関連 
浪江水素製造実証施設 

1,076.8  

129.4  160.7  141.7  157.1  168.6  176.2  

0.0

500.0

1,000.0
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（単位：億円） 

【双葉郡】 
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【福島県】 

【双葉郡】広野町・楢葉町・

富岡町・川内村・大熊町・

双葉町・浪江町・葛尾村 

（単位：億円） 

2,891,077  2,849,688  2,887,276  
2,920,921  

3,051,400  
3,131,286  

2,999,173  

2,000,000

2,500,000

3,000,000
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【 全  国 】 

（単位：億円） 

専門的・技

術的職業 

事務的 

職業 

販売の 

職業 
 

サービス

の職業 

保安の 

職業 

農林漁業

の職業 

製造の 

職業 

輸送等運

転の職業 

建設等の

職業 

配送・清掃

等の職業 

うち介護 

関係 

求人数 6,679 3,297 3,694 7,562 1,519 458 5,775 2,240 3,549 2,904 3,581

求職者数 3,423 8,179 2,050 3,507 260 299 4,173 1,354 1,274 5,091 1,366

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000
求人超過（人手不足） 

 専門･技術（建築･土木技術者､看護師･医
療技術者など）､サービス（介護､接客）等 

求職超過（就職難） 

 事務的職業、配送･
掃除等の職業 

【出典】 福島労働局職業安定部「最近の雇用失業情勢について」より作成 

（人）                                                      
 

   3,256人
不足 

159人 
不足 

4,882人 
超過 

1,644人 
不足 

4,055人 
不足 

1,259人 
不足 

1,602人 
不足 

      886人 
不足 

2,275人 
不足 

2,187人 
超過 

2,215人 
不足 

・医療機器製造許可事業所数（H29)      

           75件（累計） 

・医療福祉機器販路開拓等支援数（H29） 

           96件 

・医療福祉機器の工場立地件数（H29） 

           56件（累計） 

全国２位 

東北最多 

・航空機用エンジン部品等の出荷額      

   132,477百万円 

・認証取得企業数（H30.3現在） 

 ➢JISQ9100 22社 

 ➢Nadcap     4社 

・航空宇宙関連産業への参入状況 

 ➢航空機 38社 

 ➢宇宙  31社          

（H30.3現在） 

 

再生可能エネルギー導入目標 

出典:東芝ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑｽﾞ 

大熊町 

大熊町ふるさと再興 
メガソーラー 

稼働中 

富岡復興メガソーラー 
SAKURA 

富岡町 

 稼働中 



７．復興を支えるインフラ等の環境整備 

 

 常磐自動車道の4車線化や追加ICの整備、JR常磐線の復旧など浜通り地域の復興に不可欠なインフラ整備を着実に進め 

  る必要。 

 また、中間貯蔵施設においては、昨年度に比べ今年度の輸送量は３倍以上計画されており、施設整備と輸送を安全・ 

  確実に実施する必要。 

背 景 ・ 課 題 

①浜通りの復興に不可欠なインフラ整備の予算確保 

・常磐自動車道の早期の全線４車線化､追加IC及びスマートICの整備 

・JR常磐線早期全線復旧及び特急の直通運転等による速達化など基 

 盤強化への支援 

・小名浜港の整備促進 

・復興祈念公園への財政支援 

②放射性物質対策の確実な実施 

・環境放射線モニタリングの充実 

・除染等の着実な実施及び必要な予算の確保 

・除染後農地の不具合の解消と仮置き場等の原状回復 

・森林における放射性物質対策 

③中間貯蔵施設・特定廃棄物埋立処分施設 

・地権者や地元への丁寧な説明 

・施設整備及び輸送の安全・確実な実施 

・県外最終処分の確実な実施 

相馬 

広野 

常磐
富岡 

南相馬 

浪江 

①原町川俣線 

②国道114号 

④吉間田 
滝根線 

⑤小野 
富岡線 

⑦国道349号 

⑥国道399号 

相馬
山上 

相馬 
玉野 

霊山
飯舘 

(仮) 

福島保
原線 霊山 

(仮) 
Ｒ4号 

福島 
ＪＣＴ 

福島 
大笹生 

新地 

いわき 
勿来 

東
北
自
動
車
道 

【下記道路：      主要⑧路線】 

6 

開通
未定 

2019年度 
開通予定 

2020 
年度 
開通 
予定 

2020  
年度 
開通 
予定 

⑧小名浜道路 

③国道288号 

いわき
湯本 

 2019年度末 
運転再開見込  

 2016.12.10 
 運転再開  

至宮城県
浜吉田駅 

広野駅 

富岡駅 

浪江駅 

小高駅 

原ノ町駅 

竜田駅 

 2011.12.21 
 運転再開  

   2016.7.12 
 運転再開  

   2017.4.1 
      運転再開  

2017.10.21 
運転再開  

    2014.6.1 
 運転再開 

磐越自動車道 

いわき 
ＪＣＴ 

４ 

あぶくま高原道路 

福島空港 

相馬港 

    東北中央自動車道  

小名浜港 

 【福島～相馬間】（相馬福島道路） 

    
常
磐
自
動
車
道
  

 2020年度 
4車線化予定 

いわき
中央 

 【広野～ 
 いわき中央】 

(仮)福島 
北ＪＣＴ 

2016.9.11 
  開通 

米沢北 

～
 

～
 至

山
形
県 

米
沢
市 

2017.11.4 
  開通 

いわき
四倉 

新地駅 

相馬駅 

ＪＲ常磐線 

常磐自動車道 

   【福島～米沢間開通】             

2018.3.10 
  開通 

2017.3.26 
  開通 

新駅 
「 （仮称）Ｊヴィレッ
ジ駅」 
2019.4開業予定 

中間貯蔵施設への輸送 

 H29.10.21「ＪＲ水戸支社提供」  

JR常磐線（竜田～富岡駅）

運行再開 



１．避難地域12市町村の生活環境整備 
１．避難地域12市町村の生活環境整備 

６．新産業の創出及び産業再生 

7.復興を支えるインフラ等の環境整備  

５．福島イノベーション･コースト構想の推進 

２．特定復興再生拠点区域の復興・再生 

３．避難者等の生活再建 

４．風評払拭・風化防止対策の強化 

２．特定復興再生拠点区域の復興・再生 

４．風評払拭・風化防止対策の強化 

３．避難者等の生活再建 

５．福島イノベーション･コースト構想の推進 

６．新産業の創出及び産業再生 

7.復興を支えるインフラ等の環境整備  

・地域公共交通 
・治安確保、防災体制 
・鳥獣被害 
・交流人口拡大、地域コミュニティ再生 
・教育環境整備 
・加配教職員の継続  

・事業・生業の再生        等 

・避難指示の解除 

・拠点区域の着実な整備 

・除染、廃棄物や建築副産物の処理 
・事業再開、企業立地支援 

・中長期的な構想の策定に向けた支援 

 

 解除に向けて責任を持った対応  等 
 

・避難地域内の地域医療の充実・確保 
・被災者の心のケア支援 
・避難者への見守り・相談支援 
・子どもの学習支援            等 

・食品の輸入規制、渡航注意喚起の撤廃 
・農林水産物の流通、販売対策 
・教育旅行や外国人観光客の誘致      等 

・廃炉、ﾛﾎﾞｯﾄ、ｴﾈﾙｷﾞｰ、農林水産、環境･ﾘｻｲｸﾙ等、 
 各ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推進及び産業の集積 
・交流人口拡大、構想を支える教育・人材育成 
・ｱｰｶｲﾌﾞ等、拠点の整備及び安定的な運営  等 

・「福島新エネ社会構想」の実現 
・医療関連、ロボット関連、航空宇宙関 
 連等、新産業の集積 
・企業参入促進のための各種支援制度の 
 継続 
・二重債務問題 
・知的財産の活用        等 

・常磐自動車道全線4車線化 
・ＪＲ常磐線早期全線復旧、基盤強化 
・小名浜港整備促進 
・環境放射線モニタリング 
・除染、森林における放射性物質対策 
・中間貯蔵施設への安全･確実な輸送 等 

 復興・創生期間後の財源・体制の確保 

○「復興・創生期間」内において、着実に復興を進めるために必要な予算を十分に確保。 

○「復興・創生期間」後においても、県・市町村とともに復興のビジョン・構想を描き、 

 復興の道筋を示せるよう、必要な検討を進め、十分な財源・体制を確保。 

 平成31年度 ふくしま復興・創生に向けて 

１．避難地域１２市町村の生活環境整備 
          

２．特定復興再生拠点区域の復興・再生 

   

３．避難者等の生活再建 

   

４．風評払拭・風化防止対策の強化 

   

５．福島イノベーション・コースト構想の推進 

   

６．新産業の創出及び産業再生 

   

７．復興を支えるインフラ等の環境整備 
   

 

 ○ 難しい課題や現在進行形の厳しい状況があり、福島の復興は長い戦い。 

 ○ 復興・創生期間後も様々な施策にチャレンジを続けることが重要。 

  

 復興・創生期間後の 
  ふくしま復興・創生に向けて 

○避難地域の復興と被災者の生活再建に 
 最優先で取り組む必要。 

○産業政策も中長期かつ広域的な視点を 
 持って戦略的に取り組む必要。 

 平成31年度 ふくしま復興・創生に向けて 

 復興・創生期間後のふくしま復興・創生に向けて 

・避難地域の復興 
・被災者の生活再建 
・産業政策の戦略的な取組 等 


